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0 林 隆之 ( 東大総合文 ィヒ ), 平澤 冷 ( 科技庁科学技術政策研 ) 

1 . はじめに 

現在の科学技術政策においては、 全ての分野に 総花的に資金提供をするのではなく、 資金制限の中で 優先的に推 

進 すべき分野を 設定し、 その分野に対してプロジェクト 型の資金提供を 行うことで効率的・ 効果的に研究開発を 展 

開させることが 求められている。 これまでの日本では 国全体レベルでの 優先分野設定は 明確になされてこなかった 

ことは指摘されているが、 個別分野レベルでは 科学技術会議や 各省庁審議会などの 答申によって 優先的に実施すべ 

き課題がしばしば 示されてきた。 では、 このような優先課題およびその 研究展開計画はどのようなアクタ 一関係の 

下で設定されており、 また、 設定された課題に 対応するプロジェクト 型資金が研究者の 活動にいかなる 変化をもた 

らして分野全体の 展開を導き得ているであ ろうか。 この 2 つの疑問に対して、 本研究では 90 年代はじめに 欧米か 

らの「基礎研究ただ 乗り批判」への 応答として日本が 主導する新規分野として 構想いれた「 糖鎖 工学」の展開過程 

を 事例として分析する。 同分野は科技庁・ 通産省・厚生省・ 農水省の 4 省庁連携 ( および文部省とも 関連 ) の 10 

年プロジェクトへと 展開したものであ り、 この事例での 課題設定における 研究者・計画者間の 連携と、 研究実施に 

おけるプロジェクト 内 ・間での研究者および 知識の連携の 形成について 書誌計量学的手法を 用いた分析を 行う。 

2. 課題設定と研究実施の 関係 

研究者による 研究活動は 、 個々の研究者が 自己の関心に 基づいて自由に 行 う 研究と、 他者により指定された 課題 

な 行 う 研究とを両極とするスペクトル 上に存在する。 優先課題に設定された 分野では、 その展開方向および 研究体 

制があ る程度設定されて 資金提供が行われるため、 個々の研究者はそのフレームに 適合するように 駆動することが 

求められる。 このような資金提供側であ る行政府と実施側であ る研究者の関係は「プリンシパル ー エージェント」 

関係で概念化される (Braunl993, Guston1996, Casw Ⅲ 1998,VanderMeulenl998) 。 この理念型では、 プリ 

ンシパか はいかにして 自己目的のために 行為するエージェント 達にインセンティブを 与えることにより、 プリンシ 

パルの描くフレームの 中にエージェントを 取り込んで駆動させ、 全体としてプリンシパルの 目的を達成させるかを 

考えなければならない。 だが、 特に科学知識を 基盤とする技術分野 (science-basedtechnoloW) においては、 現在・ 

将来の問題を 解決するための 幅広い知識基盤を 形成することが 期待されるために、 研究者の自由な 研究行為が必要 

と 一方では主張され、 また、 科学技術の専門知識を 持たないプリンシパル 側はエージェントが 実際に期待している 

通りの行為を 行っているかを 監視することも 困難であ る。 そのため、 実際の研究行為と 行政府側の使命やファン デ 

イング目的との 間の関係は不明瞭になる 可能性を強く 持っことになる。 だが、 このような理念型に 対して、 実際に 

は 「情報の非対称性」を 解消するためにプリンシパル と エージェントは 完全には分離した 関係とはなっていないと 

考えられる。 研究者は諮問委員会、 ピ プレビューアー、 省庁所管研究所の 研究者、 あ るいは科学界からの 事務スタ 

ッフ の雇用といった 形でプリンシパル 側の意思決定に 関与することが 可能であ り、 また、 資金配分を主要業務とす 

る仲介組織を 設置することで 情報交流が円滑化されうる。 そのため、 実際に日本のプロジェクトでは、 いかにして 

研究者側が優先課題の 設定やその展開体勢についての 意思決定に関与しているかを 第一点として 分析する必要があ 

る。 

一方で、 プリンシパルはエージェントの 行為内容だけでなく、 行為のプロセスに 対しても影響を 与える。 いくつ 

かのファンディン グ では「産官学の 連携」などのエージェント 間の相互作用の パ タンが資金提供の 必要条件として 

設定されており、 その中でも中心的エージェントが 国研であ るか民間企業であ るかなど幾つかの 構成の種類があ る。 

そのため、 複数のエージェントが 関与するプロジェクト 型ファンディン グ の効果としては 論文や特許の 生産性の増 
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加 ( 例えば Leydesdor は 1995 、 渡部 1998) のみならず、 参加研究者および 参加していない 研究者の研究活動の 構 

成的変化をいかに 誘引しているかの 分析を行 う必 、 要があ る。 これには、 前述のようなセクターを 越えた共同研究 行 

為の誘引や、 学際的研究の 推進、 研究の集中的展開あ るいは資金高配分による 分野全体の底上げなどが 挙げられる。 

そのため第二点目として、 ファンディン グ によって複数の 研究者間でどのような 相互作用の構成が 形成され ぅるか 

ほ ついて事例から 分析する。 分析は、 人間・組織といった 社会的次元の 連携 ( 共同研究行為など ) を論文の共著関 

係から、 産出された知識の 利用といった 認知的次元の 連携を論文の 引用関係から 行 う 。 

3. 分析対象 : 糖鎖 工学 

分析を行 う 事例として「 糖鎖 工学」を取り 上げる。 「 糖鎖 工学」はライフサイェンス 分野における「遺伝子工学」 

「蛋白質工学」に 続く重要研究分野として 1980 年代後半から 関心が高まった 新規分野であ る。 それまでの 糖 研究 

においては主に 生体のエネルギー 源としての役割が 注目されていたが、 分子レベルでの 生命現象研究の 進展に伴い、 

糖 鎖は細胞の接着、 細胞間の情報伝達、 組織・固体の 形態形成などに 不可欠の機能を 有していることが 明らかにな 

った。 これにより、 生体細胞の老化や 癌化のメカニズムの 解明、 新しい機能を 備えた 糖 鎖の量産による 機能性 新素 

材の開発など、 工業、 医療、 農林水産業などの 幅広い波及効果が 期待され、 一部では「遺伝子工学以上の 市場創造」 

の可能性も言及されたほどであ る。 その一方で、 糖 鎖は構造や結合様式が 多様なために 取り扱いが困難であ り、 生 

初学的機能の 解明や解析・ 再構成技術の 確立が立ち遅れていることが 指摘されていた。 

このような背景の 下に、 科学技術庁の 諮問機関であ る航空電子等技術審議会 ( 以下、 航 電審 ) は 1990 年 7 月に 

第 14 号諮問「 糖鎖 工学の基盤形成に 関する総合的な 研究開発の推進方策について」に 答申し、 糖鎖 レベルにおけ 

る生態機能調節機能の 解明と 糖 鎖の構造および 機能の解析・ 再構成技術の 開発推進を打ち 出した。 当時の日本は 欧 

米から「基礎研究ただ 乗り」批判を ぅ けており、 同時期に 航電審は 「インテリジェント 材料」研究の 推進を答申す 

るなど日本独自の 研究を展開させることを 狙っており、 糖鎖 工学もその一つとして 考えられる。 航 電蓄はさらに、 

体系的な研究が 少ない 糖鎖 工学の概俳を 集約するために 科技庁、 通産省、 農水省、 厚生省の四省庁間の 協力を提案 

し、 1991 年から 4 省庁連携の十年計画プロジェクトが 発足された ( 表 1L 。 また、 文部省においても 糖鎖 工学に関 

する研究が重点領域研究として 取り上げられている。 

以下で分析に 用いる論文セットは、 現時点までの 4 省庁それぞれのプロジェクト 報告書のうち 公開されている 

ものから、 プロジェクトの 成果論文として 挙げられている 論文群を同定 し 、 ISI 社の鰯 ience 臼ぬ打 ㏄ 血イ甥 

(1991-1999 年 6 月 ) を用いて検索した。 複数のプロジェクトや 複数の研究テーマに 重複して掲載されている 論 

文も存在しており、 ユニークには 849 本であ る。 

表 1  5 省庁の糖 鎖 工学プロジェクト 

注 …「プロジェクトの 性質」は 糖鎖 工学研究協議会の 資料による区分 
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4. 分析 

4.1 課題設定と研究実施におけるアクタ 一の連結 

糖鎖 工学の推進を 提言したのは 前述のとおり 航電審 であ る。 航 電蓄 は 、 科技庁が掌握する 範囲に限り、 多数部門 

の協力が必要とされる 総合的試験研究を 要する技術に 関し研究開発目標の 設定、 具体的な研究開発の 推進方策及び 

推進体制等について 調査・分析・ 評価を行うために 設置されている 諮問機関であ り、 多くの場合に 航電 審の答申に 

基づいた科学技術振興調整 費 総合研究プロジェクトが 設定されている。 糖 鍛工学の推進を 提言した際には、 航 電蓄 

の中のバイオテクノロジ 一部会の下に 糖鎖 工学分科会が 設置された。 

糖鎖 工学分科会は 糖 鎖 工学の専門研究 

者から構成されており、 図工に示すよう 航空電 

に、 実際には振興調整 費 総合研究の研究 

実施者とほぼ 一致するとともに、 それら 

研究者は他省庁のプロジェクトへも 重複 

参加している。 この分科会では 必要とさ 

れる研究課題を 示した報告書 ( 答申案 ) 

を作成し、 分科会の半数程度が 専門委員 

として参加しているバイオテクノロジ 一 

部会での承認を 得る。 さらに部会委員が 

より上位の航 電 審の委員を兼任している 

子等技術 
(24 名 ) 

  

図 

審議会   

1 課題 形成と実施におけるアクタ 一の重複 

  
  

  

  

  

ことにより、 審議にかけて 承認を得ることになる。 航 電蓄 は バイオを含めた 複数分野の部会委員から 構成されてお 

り 、 内訳 ( 当時 ) は大学 7 人、 国研および省庁関連組織 6 名、 民間企業 8 名、 その他 2 名であ り、 幹事として科技 

庁 ・通産・厚生・ 農水・文部，防衛・ 運輸・郵政の 各省庁代表者が 入っている。 このような形で、 下位では実際の 

研究行為と課題形成がシームレスに 連結するとともに、 アクタ一の重複によって 上位に情報を 上げ、 審議会では 異 

なる分野・セクタ 一の人間により 承認を得る形になっている。 

一方、 個別 省   庁の プロ 、 ジェク ト を見ると、 通産省、 厚生省、 農水省はそれぞれが NEDO 、 ヒューマンサイエン 

ス 振興財団、 農林水産先端技術産業振興センターといった 仲介機関により 民間企業や大学にファンディン グ を行う 

システムを採用している。 通産省プロジェクトではバイオテクノロジー 開発技術研究組合を 事務局にした「糖質 生 

産 工学調査委員会」が 課題設定を行っており、 後の研究実施組織の 多くが委員会の 一員として参加している。 この 

よ う に 、 個別省庁レベルでも 課題設定は実際の 研究実施者と 不可分な 

4.2  分野全体の推移 

次に「 糖 鉄工学」分野全体の 推移を示す。 「 糖鎖 

工学」は生化学や 医学、 薬学、 農学に関連する 学際 
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強いと言われてきた 分野であ るが、 論文教・世界シェアとも 80 年代後半からさらに 拡大傾向にあ ったことが観察 

される。 糖鎖 工学プロジェクトの 形成はこの拡大の 流れに沿ったものであ ると考えられ、 プロジェクト 形成後の 

1991 年以降も、 1993 ～ 94 年に減少傾向が 見られるが、 概してゆるやかに 拡大している 2 。 糖鎖 工学プロジェクト 自 

体はこの傾向維持の 一 要素になっていると 考えられ、 例えば複合糖質研究の 専門誌であ る G か co ㏄田ひ 解ねぬ u ぬ % 

に 掲載された日本所属の 血 tidle 論文 (1993 年～ 1998 年 ) の 内 、 26.8% が 4 省庁プロジェクトの 成果論文であ り、 同 

誌で プロジ ェ クト成果論文が 1995 年に最大になるのに 追従して、 1996 年にプロジェクト 以外も含めた 日本論文の 

全数 (28 本で 1993 年の 3.5 倍 ) および世界シェア (25.2%) も最大になっている。 

4.3  プロジェクト 内 ，プロジェクト 問におけるアクタ 一の連携 

プロジェクト 型ファンディン グ によって誘発さ 

れる研究者間の 連携の形態は 、 各プロジェクト ご   
朋 掛け…プロ・ ジ エクトにⅠ 接サ拉 している軒丈吉 
仮ね …プロジェクト 曲始 以前から 億 祝して存在する 共苧 仏供 

とに異なっている。 振興調整 費 総合研究は、 そも 

そも「産学官の 研究ポテンシャルの 結集や複数の 

研究機関の連携を 推奨しつつ、 その有機的連携の 

下 に総合的な研究開発を 推進すること」を 目的と 

した ファンドであ り、 研究グループは 第 1 期 

(1991-93 年 ) 、 第 2 期 (1994-96 年 ) ともに産官学の 26 

グループで構成されている。 だが実際には、 研究 lUN Ⅳ -CA Ⅱ F- Ⅰ 0S-AN0E 旺 S l 

課題は階層的に 分割設定されたツリー 構造であ り、 図 3 振興調整 夫 総合研究 第 Ⅱ期における 木棉氏を中心とする 共著関係 

グループはほぼ 独立に研究を 展開しているため、 

グループ間の 共著関係は数件しか 観察されない。 すな む ち、 第 1 期においては 厚生省国際医療センターと 通産省 生 

命 工学工業研究所の 共著が一本、 および、 川寄 ( 東大 ) が二つの研究グループに 関与しているのみであ る。 第 2 期に 

なると数は僅かに 増加し、 木幡 ( 東大医科研Ⅰ東京都老人総合研 ) 、 長谷 ( 阪大 ) 、 渋谷 ( 農水省農業生物資源 研 ) 、 稲 

津 ( 野口研究所 ) といった研究者が 2 円つのグループに 関与する形で 共著が存在する。 図 3 は木幡を介した 3 グループ 

の 共著関係を示した 図であ るが、 実際にはどのグループもプロジェクト 内での共著関係が 疎であ る一方で、 プロジ 

ェクト に直接は参加していない 研究機関との 連携による共著論文を 多く産出している。 

このような指導的研究者を 介するのみの 疎な 連携は農水省プロジェクトでも 同様であ る。 農水省は所管する 多く 

の国研を中心にしたプロジェクトを 展開しており、 それぞれの国研では 独立に研究が 行われている。 共著関係は 、 

委託先の東北大学と 食品総合研究所の 共著が 3 本、 サントリーと 国研の共著が 1 本見られるのみであ る。 

これらに対して、 通産省プロジェクトでは 10 年間を 3 期構成にし、 1 期、 2 期には持ち帰り 型で独立に研究を 

行い、 3 期においてそれらを 統合させて「 り モデリンバ 糖鎖 応用技術」を 確立するという 明確な計画を 当初から 打 

ち 立てている。 そのため、 各企業・国研は 初期にはプロジェクトに 参加していない 研究機関との 連携が主であ った 

が 、 1998 年ごろから次第にプロジェクト 内での ネ、 ッ トワークが共著論文といった 形で出現している ( 図 4) 。 

また、 厚生省プロジェクトではプロジェクト 内が大きく 4 つの「テーマ」、 さらに「課題」、 小 課題に階層的に 分 

割 されており、 産官学の複数の 研究機関の研究者が 分担研究を行っている。 だが、 ツリー構造ではあ っても、 大村 

( 東大 ) 、 川寄 ( 京人 ) 、 鈴木 ( 静岡県大 ) などの大学研究者が 異なる複数のテーマ・ 課題を重複して 担当する設計 

がとられ、 課題間の連携が 図られている。 だが、 冬山課題は異なる 機関により独立して 行われている 場合が多いた 

め 、 プロジェクト 参加機関間の 共著関係は民間企業と 大学問を中心に 1994 年では 7 本 ( 全論文は 117 本 ) 、 1997 年 

では 6 本 ( 全 63 本 ) であ る。 

2 一方で、 バイオテクノロジ 一における遺伝子研究への 傾斜などにより、 精錬研究全体の 展開は尻すぼみ 状態になってきてい 

るという批判もあ る。 例えば、 日経産業新聞 1997 年 8 月 7 日における木幡 氏 ( 東京都老人総合研 ) のインタビュー 参照。 
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このように、 プロジェ 

クトが課題の 分担という 

構成をとる場合には、 チ 

ーム間での連携は 当初か 

ら意識的な設計を 行わな 

い限りはほとんど 生まれ 

ていない。 だが、 その一 

方で多くのチームはプロ 

ジェクトに直接参加して 

いない研究者との 連携を 

プロジェクトの 枠内で行 

っており、 より広い波及 

効果が生じているとも 考 

えられる。 
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一方、 プロジェクト 問 

図 4 通産省プロジェクトにおける 論文の共著関係 (199 ト 99.6) 
での連携に関しては、 遠 

絡 組織として行政官および 研究者から成る「 糖鎖 工学研究協議会」が 設置され、 初期にはシンポジウム 開催などに 

よる情報交流を 行っている。 一方、 振興調整 費 総合研究の研究実施グループには 通産省、 厚生省、 農水省の各国研 

や 理研の研究者が 参加していることで、 振興調整 費 プロジェクトでの 共通基盤技術開発と 各省庁プロジェクトでの 

応用開発研究を 連結させようとする 構成をとっている。 同様に、 図 1 でも示したようにキ ー となる大学研究者が 複 

数 プロジェクトに 重複参加していることでも 連携は図られている。 だが一方で、 キ ー 研究者は複数のファンディン 

グ の元で研究を 行 う ため、 論文中の謝辞には 多いもので省庁や 民間財団などの 7 つのファンディンバ 元が示されて 

おり、 「個別のプロジェクト 目的に対する 研究」という 契約意識は強くないとも 考えられる。 

4.4  プロジェクト 内 ・間での引用関係 

共著関係に見られるような 直接的な人間の 重複関係は研究内容面での 情報交流をもたらしていることが 予想いれ 

る 。 だが、 必ずしも共著論文を 書くという密接な 関 

係 になくても、 シンポジウムや 研究報告会などを 通 

じて プロジェクト 内 あ るいは 別 プロジェクトの 他の 

グループの成果の 情報を得、 それを基にしてさらに 

研究が進展していくという 間接的関係も 考えられる。 

そのため、 4 省庁プロジェクトの 内部における 論文 

の 直接的な引用・ 被 引用関係を観察する。 図 5 は 

自己引用 3 を除いたプロジェクト 内 およびプロジェ 

クト間の引用論文数の 延べ数であ る。 実際には 4 

省庁プロジェクト 内 ・間での引用関係の 9 割は自 

己 引用であ り、 それと比べ他者引用の 値は全体的に 図 5 4 省庁プロジェクトにおける 論文の引用・ 板引用関係 
( 同一著者による 自己引用を除 く 

少ない。 たとえ同一プロジェクト 内であ っても、 研 
対毎 :l99l 年 -@999 年 6 月 

究 者が共同研究という 直接的関係で 重なりあ わなけ 

れば、 内容面での連携は 存在しにくいことが 伺える。 

      ここで「自己引用」 とは引用している 論文の著者のうちの 一人以上が、 引用されている 論文の著者であ る場合を意味する。 
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5. 議論 

糖鎖 工学研究では、 1980 年代からの分野全体の 拡大を背景に 航空   電子等技術審議会によって 優先課題として 

答申され、 4 省庁連携の研究体制が 形成された。 このような分野内部での 意思決定においては、 分野横断的な 優先 

度設定とは異なり、 課題設定と実施の 双方に同一のキ ー 研究者が関与している。 これにより、 学問的趨勢に 適合し 

た 形での研究課題が 設計されることを 可能にしている。 だが、 その反面、 個別分野を超えたより 上位での議論は 下 

位の専門分科会での 結論の承認程度の 希薄なものになるために、 専門分科会での 個々の研究者の 関心が強く反映さ 

れやすくなる 可能性を持っている。 特にこの事例のような、 比較的に新規な 分野に対する 優先的なファンディン グ 

では、 複数のプリンシパル 対 少数のエージェントという 関係が構築されることになる。 すな む ち、 複数の省庁から 

様々な形で資金が 提供されるが、 分野が新規なために 指導的な研究者の 絶対数が少ない 状態にあ る。 このような関 

係においては、 エージェントの 方がプリンシパルを 選び ぅる 有利な立場にあ るために、 エージェントが 自己目的の 

ための行為を 優先することが 原理的に予想、 される。 このような関係においては、 個別ファンディン グ ごとの研究と 

いう意識は弱くなり、 論文には複数のファンディシ グ 元が併記されるようになる。 また、 研究実施後の 評価におい 

ても、 評価者が別のプロジェクトで 共に研究を行っている 研究者であ るという 準 内部評価となってしまうことがこ 

の事例でも観察されている。 

一方、 研究実施過程においては、 課題設定にも 参加していたキ ー 研究者がプロジェクト 間で重複的に 参加するこ 

とで連携が促進されている。 これらキ ー 研究者は東大や 京大をはじめとする 有名大学や各省庁所管の 国研研究者が 

中心であ り、 地方大学の研究者などを 含めた日本全体の 底上げ的な資源再分配の 役割は、 4 省庁プロジェクトでは 

強く 果 たされてはいない。 このような役割は 同時期の文部省の 科研 費 重点研究および 一般研究などによって 果たさ 

れている。 だが、 4 省庁プロジェクトでも、 実際にはプロジェクトに 直接参加していない 研究組織・研究者との 共 

同研究が頻繁に 行われていることが 共著関係から 観察され、 間接的に分野全体への 波及効果をもたらしているとも 

考えられる。 その一方でプロジェクトの 内部での共同研究といったネットワークは、 通産省プロジェクトのように 

最終目標へ向けた 統合が当初から 計画されているプロジェクト や 、 厚生省プロジェクトのように 研究者の複数課題 

への配置という 形をとらない 限りはほとんど 形成されない。 糖鎖 工学のような 探索的研究が 中心となる分野のプロ 

ジェク ト では、 産官学連携がファンドの 目的に挙げられていても、 実際には課題の 階層的分割による 産官学それぞ 

れのセクターからの 研究者により 独立な分担研究が 行われている。 そのため、 プロジェクト 内でも 他 グループの論 

文の引用行為は 頻繁には行われていないと 考えられる。 このような独立な 分担研究形式をプロジェクトがとる 際に 

は、 計画段階やその 後の見直しにおいて、 研究課題間の 分野全体における 位置付けやバランスなどを 考慮した構成 

な 行 う ことにより個別研究の 総和以上の効果をもたせることが 必要となるであ ろう。 

以上のように 本事例分析においては、 概して新規な 科学基盤分野といった 研究分野の特徴が 意思決定過程や 実施 

過程において 強く現れたと 考えられる。 これに対して、 プリンシバル 側の意思決定権 限が強くなるニーズ 主導型の 

プロジェクトでは 全く異なる展開が 必要とされるであ ろう。 今後は異なる 種類の事例を 分析すると共に、 他国との 

比較によって 日本の研究システムの 特徴を明らかにすることが 必要であ る。 
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